
 
 

 

 

平成30年度の税制改正により、相続（相続人に対する遺贈を含みます。以下同じです。）によ

る土地の所有権の移転登記に対する登録免許税について、次の免税措置が設けられました。 

 
 

《特例の概要》 

相続により土地の所有権を取得した個人が、その相続によるその土地の所有権の移転登記を受

ける前に死亡した場合には、平成30年４月１日から平成33年（2021年）３月31日までの間に、

その死亡した個人をその土地の所有権の登記名義人とするために受ける登記については、登録免

許税を課さないこととされました（租税特別措置法第84条の２の３第１項）。 

《イメージ》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

《適用時期》 

この改正は、平成30年４月１日から施行されます。 

 

 

《特例の概要》 

個人が、「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法」の施行の日から平成33年

（2021年）３月31日までの間に、土地について相続による所有権の移転登記を受ける場合にお

いて、その土地が相続登記の促進を特に図る必要がある一定の土地（注１）であり、かつ、その土地

の登録免許税の課税標準となる不動産の価額（注２）が10万円以下であるときは、その土地の相続

による所有権の移転登記については、登録免許税を課さないこととされました（租税特別措置法

第84条の２の３第２項）。 

(注１) 市街化区域外の土地で市町村の行政目的のため相続登記の促進を特に図る必要があるものが対象とされ、

具体的には、今後、法務大臣が告示等で定めることとされています。 

(注２) 市町村役場で管理している固定資産課税台帳の価格がある場合は、その価格です。固定資産課税台帳の価

格がない場合は、登記官が認定した価額です。不動産を管轄する登記所にお問い合わせください。 

《適用時期》 

この改正は、「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法」（平成30年４月１日現在

未成立）の施行の日から施行されます。 

 

登 記 の 種 類 本則税率 特 例 

相続による土地の所有権の移転登記 0.4 ％ 免 税 

登 記 の 種 類 本則税率 特 例 

相続による土地の所有権の移転登記 0.4 ％ 免 税 

A

登記名義人 申請者

土地 土地

１次相続(未登記) ２次相続

｢Ｃ｣が１次相続について相続登記を申請

登録免許税を免税（平成33年（2021年）

３月31日まで）

Ｂ Ｃ

（注） ｢Ｂ｣から｢Ｃ｣への相続によるその土地の所有権の移転登記については、この免税措置の対象とはなりません。

平成 30年４月 税務署 

１ 相続により土地を取得した個人が登記をしないで死亡した場合の登録免許税の免税措置 

２ 少額の土地を相続により取得した場合の登録免許税の免税措置 

平成31年以降の元号の表示につきましては、便宜上、平成を使用するとともに西暦を併記しております。 


